ひたちなか市高齢者等買い物支援協力店登録制度実施要項

（目的）
第１条　この要項は，買い物に支援を必要とするひとり暮らし高齢者，高齢者世帯等（以下「高齢者等」という。）に対し，商品の配達又は訪問しての役務を提供する事業者を買い物支援協力店（以下「協力店」という。）として登録するとともに，その取組内容等を広く紹介し，協力店と行政が協力して高齢者等を見守ることにより，もって，高齢者等が住み慣れた地域で安心した生活を送ることができる地域共生社会の実現に向け，機運の醸成を図ることを目的とする。
（買い物支援サービス）
第２条　買い物支援サービスとは，高齢者等の日常生活に欠かすことのできない食品，日用品等を自宅等へ配達又は訪問しての役務の提供等（以下「買い物支援サービス」という。）を行うものとする。
２　買い物支援サービスの提供は，有料又は無料で実施することができ，配達時間，曜日等については協力店が任意に設定することができる。
３　協力店は，訪問の際に高齢者等に対し声をかけ見守りを行い，高齢者等の異変に気付いた場合には，市へ連絡するものとする。
４　市長は，買い物支援サービス及びその取組内容について，市広報及び市のホームページにより紹介するものとする。
（登録の要件）
第３条　買い物支援サービスの登録（以下単に「登録」という。）を受けようとするものは，次に掲げる要件の全てを満たすものとする。
[bookmark: _GoBack]（１）　市内に活動拠点（店舗又は事業所）を有している，又は市と見守り協定等を締結し，既に配達又は訪問しての役務の提供等の事業を行っていること。
（２）　登録日から１年以上買い物支援サービスを実施できること。
（３）　市の高齢福祉施策に協力すること。　
（４）　ひたちなか市暴力団排除条例（平成24年ひたちなか市条例第28号）第2条に規定する暴力団，暴力団員又は暴力団員等でないこと。
（５）　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第2項第1項に規定する風俗営業に該当するもの及びこれに類する業種でないこと。
（６）　法令及び公序良俗に反していないこと。

（登録の募集）
第４条　登録の募集については，市広報及び市のホームページにより，随時行うものとする。
（登録の申請）
第５条　登録をしようとするものは，次の各号に掲げる方法のいずれかにより市長に提出しなければならない。
（1） ひたちなか市高齢者等買い物支援協力店新規登録申請書（様式第1号）を提出する方法
（2） 高齢者等買い物支援協力店登録システム(以下「システム」という。)を利用して申請する方法
２　市長は，前項の規定による申請があった場合には，その内容を審査し，適当と認めるときは，次の各号に掲げる方法のいずれかにより，申請者に交付するものとする。
（1） ひたちなか市買い物支援協力店登録証（様式第2号）を交付する方法
（2） システムを利用して交付する方法
（登録事項の変更）
第６条　第５条第２項の規定により登録証の交付を受けたもの（以下「登録事業者」という。）は，登録事項を変更しようとする場合には，次の各号に掲げる方法のいずれかにより市長に届け出なければならない。
（1） ひたちなか市高齢者等買い物支援協力店登録店登録変更届（様式第3号）を提出する方法
（2） システムを利用して変更する方法
（登録の廃止）
第７条　登録事業者は，登録を廃止しようとする場合には，１月前までに次の各号に掲げる方法のいずれかにより，市長に届け出るものとする。
（1） ひたちなか市高齢者買い物支援協力店登録廃止届（様式第4号）を提出する方法
（2） システムを利用して廃止する方法

（登録の取消し）
第８条　市長は，次の各号のいずれかに該当する場合には，登録を取消し，その旨をひたちなか市高齢者等買い物支援協力店登録取消通知書（様式第５号）により，当該登録事業者に通知するものとする。
（１）　登録内容に虚偽の記載がある場合
（２）　登録事業者が買い物支援サービスを廃止した場合
（留意事項）
第９条　買い物支援サービスの提供に関する申請及び買い物支援サービスの提供は登録事業者と高齢者等との直接取引とし，市は関与しない。
２　第７条の規定による登録の廃止又は第８条の規定による登録の取消しにより第三者に損害が生じることがあっても，市はその責めを負わない。
３　利用について，高齢者等と登録事業者共に市からの補助は行わない。
（報告等）
第１０条　市長は，登録に関し必要があると認めるときは，登録事業者に対し，報告を求め，又は確認を行うことができる。
２　登録事業者は，前項の報告又は確認に協力するものとする。
（補則）
第１１条　この要項に定めるもののほか，登録の実施に関し必要な事項は，別に定める。

様式第１号（第５条関係）

年　　月　　日

ひたちなか市長　　　　　　殿

ひたちなか市高齢者等買い物支援協力店新規登録申請書

ひたちなか市高齢者等買い物支援協力店の登録を受けたいので，ひたちなか市高齢者等買い物支援協力店登録制度実施要項第５条に基づき，下記のとおり申請します。

記
１　企業・事業所等概要
	企業・事業所等名
	フリガナ

	
	

	代表者名
	

	所在地
	〒


	電話番号
	（　　　　）

	ＦＡＸ番号
	（　　　　）

	メールアドレス
	

	ホームページ
	

	担当者
	部所属名等
	氏名
	連絡先





２　協力店分類
	分類
	□食品・日用品配達　　　□移動販売
□買い物代行　　　　　　□訪問サービス




３　買い物支援サービス内容
	サービス
対応地域
	☐市内全域
※以下，小学校区単位
☐中根　☐勝倉　☐三反田　☐枝川　　☐東石川　☐市毛
☐前渡　☐佐野　☐堀口　　☐高野　　☐田彦　　☐津田
☐長堀　☐外野　☐湊第一　☐湊第二　☐湊第三　
☐美乃浜（☐旧磯崎　☐旧阿字ヶ浦　☐旧平磯）

	対象品目
又は
対象サービス
	

	受付方法
	□店頭　　□電話　　□ＦＡＸ　　□ホームページ
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	受付時間
	

	定休日
	

	宅配料
又は
出張料等
	□無料　
　条件等（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□有料
　条件等（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	お店からの
一言
	








様式第２号（第５条関係）
年　　月　　日


ひたちなか市高齢者等買い物支援協力店登録証

ひたちなか市高齢者等買い物支援協力店として次のとおり登録しました。
	登録内容

	企業・事業所等名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	買い物支援サービス内容
	

	登録日
	年　　月　　日

	登録番号
	第　　　　　号

	備考
	





年　　月　　日
ひたちなか市長　　　　　　　

様式第３号（第６条関係）
年　　月　　日
ひたちなか市長　　　　　　殿

申請者
所在地
名称
代表者名


ひたちなか市高齢者等買い物支援協力店登録変更届


ひたちなか市高齢者等買い物支援協力店の登録事項を変更するため，ひたちなか市高齢者等買い物支援協力店登録制度実施要項第６条に基づき，下記のとおり届け出ます。

記

	登録番号
	第　　　　　　号

	登録年月日
	年　　　　月　　　　日

	変更内容
	変更前
	

	
	変更後
	

	
	変更年月日
	年　　　　月　　　　日

	
	変更理由
	




様式第４号（第７条関係）
年　　月　　日
ひたちなか市長　　　　　　殿

申請者
所在地
名称
代表者名


ひたちなか市高齢者等買い物支援協力店登録廃止届


ひたちなか市高齢者等買い物支援協力店の登録を廃止したいので，次のとおり届け出ます。

記

	登録番号
	

	登録年月日
	

	廃止理由
	




様式第５号（第８条関係）
年　　月　　日

登録事業者
所在地
名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　殿


ひたちなか市長　　　　　　


ひたちなか市高齢者等買い物支援協力店登録取消通知書


ひたちなか市高齢者等買い物支援協力店登録制度実施要項第８条の規定に基づき，下記のとおり登録を取消したので通知します。

記

	登録番号
	

	登録年月日
	

	取消年月日
	

	取消理由
	□登録廃止の申出があったため

□ひたちなか市高齢者等買い物支援協力店登録事業制度実施要項第８条第　号の規定に該当したため


[bookmark: last]

